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	土地収用法適用の問題
	１. 石木ダムにおける土地収用法適用の経過
	２. 被収用者の怒り
	1. 被収用者は、石木ダム建設事業起業者による収用を認めず、明渡は拒否し、従来からの占有（居住・農耕等）を継続している。
	2. 起業者が収用したとする農地等へ立ち入って工事に着手。従来からの農耕を不可能にする事態が生じ、生活基盤の破壊行為に対して強く抗議し、工事中止を求めている。

	３. 土地収用法適用の問題
	1. 起業者による覚書不履行
	2. 「石木ダム事業の必要性」に目をそらし、起業者の主張のみを「鵜呑み」にして事業認定している。
	3. 石木ダム事業は弊害を生むのみ。事業地での生息存続を許さない・環境破壊・人権侵害、後世へのつけ払い強要等のマイナス面の実態を評価していない。
	4. 土地収用法は、収用明渡裁決申請による収用委員会審理において、事業認定の問題点の審理を許していない。基本的に被収用者の人権を否定している。

	４. 以上より、石木ダム事業への土地収用法適用は、土地収用法の目的（国土の適正且つ合理的な利用に寄与）に反している。憲法第99条違反

